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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

236 地 域 福 祉 推 進 費 26,807,604 16,043,821 「安全安心な地域」づくり［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

福 祉 医 療 部 国 13,123,938 １ 福祉・介護サービスの人材の育成と定着 51,234千円

企 画 管 理 室 負 16,247
事 業 名 金 額 内 容

地 域 福 祉 課 使 10,339

長 寿 ・ 福 祉 人 材 手 961 千円 福祉・介護の魅力を情報発信するため、「福祉・介護のお仕事ＰＲ隊」

確 保 対 策 課 財 5,781 を組織し、福祉のお仕事魅力発見セミナー等に講師として派遣するほか、
福祉・介護人材確保

繰 205,292 ＳＮＳ等による広報を実施
協 働 連 携 事 業 7,100

越 284,984 福祉のお仕事魅力発見セミナー等派遣回数 13回
[ 地 域 医 療 介 護 ]

諸 16,580 福祉・介護事業所認証制度の周知のため、認証マーク等を活用した広報

起 4,200 を実施

㊀ 2,375,499

前年度繰越分 前年度繰越分 福祉・介護従事者の定着、参入促進など総合的な福祉人材確保策を実施

8,172,250 7,851,843 出張相談等による求職者ニーズ及び事業所訪問による求人ニーズの把
福 祉 ・ 介 護 人 材

当該年度分 当該年度分 握を行い、マッチングを実施
参 入 促 進 事 業 27,182

18,635,354 8,191,978 出張相談件数 72件
[ 地 域 医 療 介 護 ]

翌年度へ繰越 高校生や大学生等を対象とした職場見学ツアーや職場体験を実施

4,559,250 参加者数 227名

福祉・介護事業所認証制度の運用

福 祉 ･ 介 護 事 業 所 認証事業所数 106法人 538事業所

認 証 制 度 運 営 事 業 16,952 認証取得を目指す事業所への支援を実施

[ 地 域 医 療 介 護 ] 「認証制度チャレンジ事業所」として小規模事業所が行う制度構築や

計画策定等を支援

２ 県民誰もが地域で安心して暮らすための施策の充実 208,736千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 官民協働による災害福祉支援ネットワークを運営
奈良県災害福祉支援

1,850 災害時に避難所等に福祉専門職を派遣する災害派遣福祉チーム（ＤＷＡ
ネットワーク運営事業

Ｔ）の活動を機動的に行うための研修・訓練等を実施

「福祉の奈良モデル」構築に向けた機運を醸成するため、市町村向け

トップセミナーを開催

開催日 令和４年８月30日

場 所 奈良県産業会館

福 祉 の 奈 良 モ デ ル

構 築 推 進 事 業 10,731

葛城市、宇陀市、田原本町と「人と人及び人と社会がつながり支え合う

地域福祉の推進にかかる協働及び連携に関する包括協定」を締結

市町村における「福祉の奈良モデル」の構築に向けた取組の実践を支援

[ 一 部 長 寿 社 会 ] 包括協定締結市町における、地域共生社会の実現に向けたより一層の

取組の推進を目的としたフォーラムを開催

開催日 令和５年２月20日

場 所 ホテル日航奈良

コミュニティソーシャルワーカーの実践研修を実施

研修受講者数 66名
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民生児童委員及び地区民生児童委員協議会の活動に要する経費に対する

負担金
民生児童委員活動費 158,704

民生児童委員数 2,285名（令和５年３月現在）

地区民生児童委員協議会 103協議会（令和５年３月現在）

障害者、高齢者、妊産婦等移動に配慮が必要な方を対象に、車いす駐車

場等の利用証を交付し、当該駐車区画の利用を促進
奈 良 県 お も い や り

利用証発行枚数 5,026枚（令和４年度新規分 756枚）
駐車場制度推進事業 603

設置駐車区画数
[福祉のまちづくり]

車いす優先駐車区画 785区画（令和４年度新規分 13区画）

ゆずりあい駐車区画 854区画（令和４年度新規分 23区画）

出所者を直接雇用し、就労の場と住まいの確保及び職業訓練や社会的な

出 所 者 の 就 労 の 場 教育を実施する法人の運営を支援
36,848

づ く り 推 進 事 業 奈良県更生支援のあり方検討会の開催

開催日 令和５年２月６日 参加者数 15名

３ 生活・就労・住宅等の支援 106,731千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 生活困窮者等に対する自立に向けた相談支援を実施

中和・吉野生活自立サポートセンターの運営

支援員の配置 ８名 新規相談支援件数 228件

県内10市との協定に基づく就労準備支援の広域実施

就労準備支援事業利用者数 19名

認定就労訓練事業所の開拓
生 活 困 窮 者 自 立

86,965 認定事業所数 34事業所
支 援 対 策 事 業

生活保護受給者への就労に向けた支援を実施

被保護者就労支援員の配置 ３名

新型コロナウイルス感染症の影響による休業等に伴う収入減少等により

住居を失うおそれが生じている方等に支援を実施

住居確保給付金の支給 延べ40件 13,084千円

入居及び入居後の安定的な居住を支援 13件

生活保護世帯及び生活困窮世帯の子どもの生活・学習支援を実施

はばたき教室の運営 参加者数 39名（中学生20名、高校生19名）

地域型生活・学習支援教室を開催
生 活 困 窮 世 帯 の

支援を必要とする子どもの世帯への訪問支援を実施
子 ど も の 「 心 と 19,766

実施地域 ８町村（斑鳩町、川西町、三宅町、御杖村、高取町、
学び」サポート事業

上牧町、広陵町、大淀町）

生活保護世帯等の中学生等に対する生活面、学習面の支援を実施

就学支援員の配置 １名
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

４ 介護人材の確保及び介護保険制度の着実な運営 1,851,676千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 障害者福祉サービス利用者等を取り巻く環境等に適切に対応し支援でき

障害福祉人材育成研修 る人材を養成

及 び た ん 吸 引 等 研修受講者数 1,143名
22,534

研 修 事 業 適切にたん吸引等の医療的ケアを行うことができる介護職員等を養成

[一部地域医療介護] 指導者養成講習修了者数 53名

事業所等職員の研修受講者数 93名

介 護 人 材 確 保 対 策 市町村及び民間団体が実施する多様な人材の参入促進、資質向上、労働

推 進 補 助 事 業 53,513 環境・処遇改善などの介護人材確保に向けた取組に対し補助

[ 地 域 医 療 介 護 ] 補助件数 39件

介 護 職 員 初 任 者 初任段階の介護職員等が質の高い介護サービスを提供する担い手となる

研 修 支 援 補 助 事 業 10,996 よう介護職員初任者研修受講に要する経費に対し補助

[ 地 域 医 療 介 護 ] 補助件数 13件

奈良県地域医療介護
地域における医療及び介護の総合的な確保を図る取組を推進するための

総合確保基金積立金 1,730,153
基金（介護分）の積立て

（ 介 護 分 ）

介護人材の確保を図るため、意欲のある中高年や外国人留学生の介護施

設への就労を支援

シニア世代の介護のお仕事入門研修、出前講座の実施

受講者数 74名
介護分野への多様な

外国人介護人材を受け入れる施設が行う学習及び生活支援にかかる経
人材参入促進支援事業 34,480

費に対し補助
[一部地域医療介護]

補助件数 19件

介護福祉士養成施設に入学する外国人留学生に入学準備金等を貸与す

る県内の介護施設に対し貸付け

貸付件数 ２件
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５ 高齢者の生きがいづくりの推進 26,590千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 高齢者のスポーツ・文化活動の「励み」や「発表の場」となるスポーツ

文化交流大会及び高齢者を中心に多世代の交流を目的とする「ならシニ

な ら シ ニ ア 元 気 ア元気フェスタ」の開催
3,309

フ ェ ス タ 開 催 事 業 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため規模を縮小して開催

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

ならシニア元気フェスタ参加者総数（名） － － 2,036

高齢者の生きがいと健康づくりの推進のため、（福）奈良県社会福祉協

議会が実施する事業に対し補助

長 寿 社 会 推 進 事 業 情報誌の発行 年３回 8,000部／回
23,281

[ 一 部 長 寿 社 会 ] シニア県展 令和４年９月２日～７日

全国健康福祉祭（神奈川県）への派遣

特定健診受診を啓発する高齢ボランティアの養成、地域住民への啓発

６ 地域医療の充実

事 業 名 金 額 内 容

奈良県地域医療介護 千円

地域における医療及び介護の総合的な確保を図る取組を推進するための
総合確保基金積立金 653,128

基金（医療分）の積立て
（ 医 療 分 ）

７ 福祉行政事務処理体制の強化

事 業 名 金 額 内 容

千円 障害福祉サービス事業所等の指定事務、介護保険事業所等の指定事務、
定 型 的 業 務 の

43,190 介護支援専門員等の資格管理事務等の一部を外部委託することにより、
外 部 委 託 化 の 推 進

事務の効率化を進め事業所等指定体制を強化
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

地域医療の総合マネジメント・地域包括ケアの充実［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

地域包括ケアシステムの構築

事 業 名 金 額 内 容

千円 認知症の本人や家族への支援体制を強化するための研修を実施

認知症サポート医養成研修 修了者数 12名

かかりつけ医認知症対応力向上研修 修了者数 82名

病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 修了者数 39名

歯科医師向け認知症対応力向上研修 修了者数 28名

薬剤師向け認知症対応力向上研修 修了者数 53名

病院勤務以外の看護師等認知症対応力向上研修 修了者数 24名

看護職員向け認知症対応力向上研修 修了者数 56名

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度
認知症介護人材養成・

認知症サポート医養成研修修了者数（名） 116 126 135
支 援 体 制 強 化 事 業

7,886 介護職員等を対象に認知症介護に関する専門性向上のための研修を実施
[一部地域医療介護]

認知症介護実践者研修 修了者数 127名
[一部地域包括ケア]

認知症介護実践リーダー研修 修了者数 35名

認知症対応型サービス事業開設者研修 修了者数 ５名

認知症対応型サービス事業管理者研修 修了者数 51名

小規模多機能サービス等計画作成担当者研修 修了者数 12名

認知症介護指導者養成研修 修了者数 ２名

認知症介護指導者フォローアップ研修 修了者数 ２名

認知症介護基礎研修 修了者数 400名

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

認知症介護に関する研修修了者数（名） 140 443 634

新型コロナウイルス感染症への対応 11,518,496千円

事 業 名 金 額 内 容

軽 症 者 療 養 施 設 千円 新型コロナウイルス感染症の軽症者の受入れ可能な施設の運営
9,860,025

運 営 事 業 確保室数 1,083室

Ｐ Ｃ Ｒ 検 査 試 薬
13,316 保健研究センター等で実施するＰＣＲ検査に必要となる試薬の購入

購 入 事 業
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Ｐ Ｃ Ｒ 検 査 新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ検査を民間の検査機関に委託
197,690

民 間 委 託 事 業 検査件数 25,736件

ＰＣＲ検査結果待機者
ＰＣＲ検査の結果を待つ自宅待機者の家族等のために宿泊施設を確保

同居家族等宿泊体制 16,572
確保室数 ８室

運 用 事 業

新型コロナウイルス 新型コロナウイルス感染症対策に必要な施策の費用に充てるために設置
4,510

感染症対策基金積立金 した基金への積立て

医療機関や社会福祉施設等におけるクラスターの発生を防止するため、
新型コロナウイルス

358,962 感染症拡大時に施設の職員を対象とした一斉・定期的な検査を実施
検 査 体 制 拡 充 事 業

検査件数 65,925件

生活福祉資金の貸付増加に対応するため、貸付原資を積み増し
生活福祉資金貸付原資

977,298 補 助 先 （福）奈良県社会福祉協議会
造 成 補 助 金

貸付実績 延べ2,008件 貸付金額 717,250千円

新型コロナウイルス 生活福祉資金の特例貸付を利用できない等の生活困窮世帯に対し、支援

感 染 症 生 活 困 窮 者 90,123 金を給付

自 立 支 援 金 給付決定件数 延べ245件 給付金額 73,180千円

238 保 健 所 費 1,578,927 1,511,952 新型コロナウイルス感染症への対応

福 祉 医 療 部 国 246,681
事 業 名 金 額 内 容

企 画 管 理 室 諸 36

㊀ 1,265,235 千円 県民等からの相談対応、医療機関との調整及び疫学調査等の新型コロナ

前年度繰越分 前年度繰越分 保健所機能強化事業 87,538 ウイルス感染症への対応を強化

121,900 101,435 非常勤保健師の派遣 ６名

当該年度分 当該年度分

1,457,027 1,410,517

翌年度へ繰越

29,500
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

242 扶 助 費 5,747,516 5,501,701 福祉の充実［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(地 域 福 祉 課) 国 3,850,909 【生活保護に関する参考指標】
(各年度平均)

㊀ 1,650,792
被 保 護 世 帯 及 び 人 員 の 数

区 分 ２年度 ３年度 ４年度

世 帯 人 員 世 帯 人 員 世 帯 人 員

郡部 2,501世帯 3,271名 2,526世帯 3,284名 2,509世帯 3,237名

市部（十津川村を含む） 11,956世帯 15,670名 11,768世帯 15,181名 11,658世帯 14,859名

合計 14,457世帯 18,941名 14,294世帯 18,465名 14,167世帯 18,096名

「福祉行政報告例」

１ 低所得者及び住所不明者の援護

事 業 名 金 額 内 容

千円 生活困窮者の最低生活を保障するための必要な保護の実施

住所不明の被保護者にかかる市村支弁経費の1／4を補助等
生 活 保 護 費 の 支 給 5,412,946

生活保護費 5,210,007千円

生活保護法第73条県負担金 202,939千円

242 障 害 福 祉 対 策 費 15,033,241 12,808,540 【障害者（児）福祉施策に関する参考指標】

(障 害 福 祉 課) 国 969,632 身体障害者手帳交付状況 (令和５年３月31日現在)

負 501 区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 計

使 177 名 名 名 名 名 名 名

視 覚 1,268( 12) 1,257( 7) 256( 3) 351( 8) 598( 2) 283( 1) 4,013( 33)
繰 47,585

聴 覚 平 衡 機 能 403( 0) 1,129( 63) 677( 24) 1,316( 11) 21( 0) 2,011( 42) 5,557( 140)
越 441

言語そしゃく機能 21( 0) 36( 1) 325( 0) 206( 2) － － 588( 3)
諸 140,158

肢 体 不 自 由 5,059(327) 5,173( 92) 5,787( 42) 8,575( 31) 3,426( 20) 1,694( 7) 29,714( 519)
起 174,500

内 部 機 能 10,134( 89) 298( 3) 3,249( 61) 4,686( 33) － － 18,367( 186)
㊀ 11,475,546

計 16,885(428) 7,893(166) 10,294(130) 15,134( 85) 4,045( 22) 3,988( 50) 58,239( 881)
前年度繰越分 前年度繰越分

（注）（ ）内は、18歳未満児で内数 「障害福祉課調べ」
1,842,891 492,790

療育手帳交付状況 (令和５年３月31日現在)
当該年度分 当該年度分

区 分 Ａ（重度） Ｂ（中軽度） 計
13,190,350 12,315,750

18 歳 未 満 927名 3,326名 4,253名
翌年度へ繰越

18 歳 以 上 4,530名 5,211名 9,741名
323,142

計 5,457名 8,537名 13,994名

「障害福祉課調べ」
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障害者（児）福祉施設の状況 (令和５年３月31日現在)

区 分 障害者支援施設 障害児施設 計

施 設 数 33カ所 8カ所 41カ所

定 員 1,638名 519名 2,157名

利 用 人 員 1,584名 124名 1,708名

「障害福祉課調べ」

２ 地域で安心してくらし、働ける体制の整備

事 業 名 金 額 内 容

千円 各圏域に圏域マネージャーを配置して、圏域内の相談支援事業所及び地

障 害 者 相 談 支 援 域自立支援協議会への助言指導を実施
14,820

体 制 整 備 事 業 成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

地域自立支援協議会設置市町村割合（％） 98 98 98

３ 地域生活基盤の整備 9,014,690千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 居宅介護、行動援護、同行援護、重度訪問介護、重度障害者等包括支援、

短期入所、療養介護、生活介護、施設入所支援、

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）、自立訓練、就労移行支援、

就労定着支援、共同生活援助、計画相談支援、地域移行支援、
障 害 者 自 立 支 援

7,995,822 地域定着支援
給 付 事 業

上記の事業について市町村が指定事業所に給付する費用の県負担

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

障害者自立支援給付事業指定事業者数

（事業者） 2,345 2,409 2,558

障害者の自立と社会参加促進を目的とする市町村事業に対し補助
市 町 村 地 域 生 活

254,385 成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度
支 援 事 業

市町村実施事業数（事業） 38 38 38

障 害 者 福 祉 施 設 障害福祉サービス事業所の整備に対し補助
133,110

整 備 補 助 事 業 補助先 （ＮＰＯ）たかとり、（有）大淀タクシー

障害者グループホーム 障害者グループホーム等の整備に対し補助
26,880

等 整 備 補 助 事 業 補助先 （福）桜井市手をつなぐ育成会
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 18歳以上の身体障害者手帳所持者が障害の程度を軽減もしくは改善する
障害者医療給付事業 508,806

医療を受けた場合に市町村が行う医療給付に対する県負担

発達障害者支援センターの運営

設置場所 奈良県障害者総合支援センター

発達障害者地域支援コーディネーターの設置

理解を促進するための研修会の開催
発達障害者支援事業 48,891

家族支援体制の整備

ペアレントメンターの養成

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

相談件数（件） 4,548 4,113 4,690

障 害 者 総 合 支 援 セ 病気や事故により脳に障害を受け、日常生活に大きな支障のある高次脳

ンター、県営福祉パー 機能障害者への支援

ク及び福祉住宅体験 高次脳機能障害支援センターの運営
12,249

館 管 理 事 業 成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

（ 高 次 脳 機 能 障 害 高次脳機能障害支援センターへの相談件数

支 援 セ ン タ ー 分 ） （件） 2,522 2,284 2,532

重症心身障害児（者）ケアの充実に向けた支援

重症心身障害児者支援センターの設置・運営

保護者の介護負担を軽減するため、地域医療機関の体制を整備
医 療 的 ケ ア 児 等

23,178 福祉と医療の両面から支援を総合調整する人材の育成
支 援 推 進 事 業

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

医療的ケア児等コーディネーター養成研修

修了者数（名） 70 98 130

障害児が身近な地域で質の高い療育を受けられる体制づくりを目指し、

障害児地域療育体制 地域療育機関の連携強化と専門的・広域的な指導・支援を実施
5,198

整 備 事 業 成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

地域療育機関への指導・支援件数（件） 26 28 34

一般の歯科医院での診察が困難な障害のある人の診療を行うため、診療
心身障害者歯科衛生

機器の更新、整備を実施
診療所設備整備事業 6,171

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度
[ 地 域 医 療 介 護 ]

歯科衛生診療所診療件数（件） 2,002 3,335 3,581
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４ 障害者の就労と社会参加促進 29,358千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 障害者が気軽に参加できる軽スポーツイベントとして、グラウンド・ゴ

ルフやターゲットボッチャ等の障害者軽スポーツ大会を開催

障害者スポーツボランティア人材養成のための講座を開催
障 害 者 ス ポ ー ツ

731 市町村が障害者スポーツイベント等を行う際に必要となる障害者スポー
交 流 事 業

ツ器具の整備・貸出し

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

障害者軽スポーツイベント参加者数（名） 57 49 37

障害のある人とない人が共に理解しあい、支えあう地域社会を構築する

ための県民参加型の運動として、まほろば「あいサポート運動」を推進
ま ほ ろ ば

体験型あいサポーター研修の実施
「あいサポート運動」 1,791

周知啓発イベントの実施
推 進 事 業

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

まほろば「あいサポーター」登録者数（名） 24,461 25,630 26,952

企業との連携強化や地域での障害者就労への取組強化により、就労に向

けた一体的な支援体制を構築

障害者就業・生活支援センターの運営 ５圏域に各１カ所

就労連携コーディネーターの配置
な ら 障 害 者

24,439 奈良県障害者政策推進トップフォーラムの開催 令和４年９月１日
「はたらく」推進事業

障害者はたらく応援団ならの運営

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

「障害者はたらく応援団なら」登録企業数

（企業） 53 55 59

農業に関する専門家を障害者就労施設へ派遣 ６事業所 17回派遣

農福連携マルシェの開催
農 福 連 携 推 進 事 業 2,397

開催日 令和４年10月22日・23日 参加団体数 延べ28事業所等

場 所 イオンモール橿原
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

５ 施設訓練等の支援

事 業 名 金 額 内 容

千円 障害児支援のための施設訓練給付等負担金
障 害 児 施 設 運 営 費 256,918

対象施設 （福）愛の集い学園外12施設

６ 原油価格・物価高騰等への対応

事 業 名 金 額 内 容

光熱費等高騰対策事業 千円

エネルギー価格・物価高騰による負担軽減を図るため、障害福祉サービ
（障害福祉サービス 124,174

ス事業所・施設に対し補助
事 業 所 ・ 施 設 ）

新型コロナウイルス感染症への対応 371,346千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 障害福祉サービス事業所・施設で新型コロナウイルス感染症の感染者が
福 祉 施 設 に 対 す る

14,950 発生した場合にサービスが継続的に提供されるよう、応援職員の派遣や
サービス継続支援事業

必要な衛生用品の購入等を支援

新型コロナウイルス
新型コロナウイルス感染症の感染により養護者が不在となった障害児

感染症による養護者不在 366
（者）を一時的に受け入れ、生活を支援

障害児者生活支援事業

社 会 福 祉 施 設 等
感染症専門医、感染管理認定看護師、県職員等で構成するチームが感染

ク ラ ス タ ー 発 生 1,367
対策の現地指導を実施

防 止 事 業

福 祉 ・ 介 護 職 員
352,290 障害福祉サービス事業所・施設職員の処遇改善に対し補助

処 遇 改 善 事 業

障 害 福 祉 事 業 所 障害福祉サービス事業所等における感染拡大防止・生産性向上のための
2,373

ＩＣＴ導入等支援事業 ＩＣＴ導入等に対し補助
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250 医 療 保 険 対 策 費 35,400,159 35,392,544 【国民健康保険事業に関する参考指標】
(令和５年３月31日現在)

(医 療 保 険 課) 国 88,125
保険者数 保険給付状況

負 76,000
総 市 組 被 保 険 保険料（税）

財 292 世 帯 数 加入割合 加入割合
町 者 数 療養給付費 療 養 費 等 計 調 定 額

繰 4,900
数 村 合

㊀ 35,223,227
世帯 ％ 名 ％ 千円 千円 千円 千円

41 39 2 185,057 33.55 288,651 22.10 85,112,730 13,719,296 98,832,026 32,850,309

「国民健康保険事業状況報告」

【後期高齢者医療制度に関する参考指標】
(令和５年３月31日現在)

被保険者数 保険給付状況
保険料調定額

65～74歳 75歳以上 療養給付費 療 養 費 等 計
名 名 名 千円 千円 千円 千円

229,794 2,384 227,410 182,898,126 12,148,191 195,046,317 19,833,693

「後期高齢者医療事業状況報告」

地域医療の総合マネジメント・地域包括ケアの充実［「令和４年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

１ 国民健康保険対策 12,779,943千円

事 業 名 金 額 内 容

国 民 健 康 保 険 千円 国民健康保険の財政の安定化を図るため、保険給付費等の９％相当を繰
6,709,780

事業費特別会計繰出金 出し

高額な医療の発生による国保財政の急激な影響の緩和を図るための負担
国 民 健 康 保 険

1,096,341 金を繰出し
高額医療費負担事業

対象医療費 80万円超

国 民 健 康 保 険
市町村国保が生活習慣病対策のための特定健診等を実施する費用に対す

特定健康診査・特定 149,760
る負担金を繰出し

保健指導負担金事業

国保の基盤安定を図るための軽減保険料（税）に対する負担金

国 民 健 康 保 険 保険基盤安定化事業 4,098,725千円
4,824,062

基 盤 安 定 化 事 業 保険者支援事業 709,671千円

未就学児均等割保険料負担事業 15,666千円

２ 医療費適正化の推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 関係機関と連携して、第３期医療費適正化計画に定める目標の達成に向

けた取組を実施
医療費適正化推進事業

5,335 後発医薬品の使用促進に向けた普及啓発
[一部地域医療介護]

医薬品適正使用促進地域協議会の開催

専門機関との連携による医療費分析の推進
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

３ 後期高齢者医療対策 20,035,516千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 高齢者の医療の確保に関する法律に基づく後期高齢者（75歳以上及び65

後 期 高 齢 者 医 療 歳以上の政令で定める障害のある者）の医療費等の給付に対する負担金
16,781,283

給 付 事 業 定率公費負担 15,542,671千円

80万円超の高額医療費の公費負担 1,238,612千円

後期高齢者医療保険
3,025,941 低所得者に対する保険料の軽減分を公費負担

基 盤 安 定 化 事 業

後期高齢者医療財政 保険料の収納不足や見込み以上の医療給付費の増加等に対応するための
228,292

安 定 化 基 金 事 業 基金の積立て

４ 福祉医療対策 2,462,287千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 対象 ０歳～中学生

子ども医療費助成事業 1,181,870 成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

受給者数（名） 133,508 130,976 128,712

対象 １歳以上の心身障害者で後期高齢者医療制度非加入者
心 身 障 害 者

619,679 成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度
医 療 費 助 成 事 業

受給者数（名） 10,920 10,929 10,821

対象 ひとり親家庭の親等と18歳到達後最初の３月31日までの児童
ひ と り 親 家 庭 等

269,451 成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度
医 療 費 助 成 事 業

受給者数（名） 24,256 23,220 22,627

対象 後期高齢者医療制度に加入の心身障害者又はひとり親家庭の親等
重度心身障害老人等

391,287 成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度
医 療 費 助 成 事 業

受給者数（名） 11,634 11,460 11,228
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252 介 護 保 険 対 策 費 26,243,460 23,179,135 【高齢者福祉対策に関する参考指標】

(介 護 保 険 課) 国 1,403,191 高齢者の現況 (令和４年10月１日現在)

財 611 県 人 口 高 齢 者 人 口（県人口に占める割合）

繰 1,887,221 65歳以上 422,948名 （32.39％）
1,305,981名

越 55,100 75歳以上 229,187名 （17.55％）

起 110,900 「統計分析課調べ」
要介護（要支援）認定者数 (令和５年３月31日現在)

㊀ 19,722,112
区 分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

前年度繰越分 前年度繰越分
第１号被保険者 11,507名 14,169名 14,662名 14,740名 11,042名 9,680名 5,915名 81,715名

3,173,269 1,302,481
第２号被保険者 94名 239名 194名 291名 205名 182名 137名 1,342名

当該年度分 当該年度分
総 数 11,601名 14,408名 14,856名 15,031名 11,247名 9,862名 6,052名 83,057名

23,070,191 21,876,654
「介護保険課調べ」

翌年度へ繰越
入所施設及び通所・利用施設の現況 (令和５年３月31日現在)

684,015
介護老人 高 齢 者

介護老人 介 護 養護老人 軽費老人 ケ ア 有料老人
区 分 福祉施設 生活福祉 計

保健施設 医 療 院 ホ ー ム ホ ー ム ハ ウ ス ホ ー ム
（特 養） センター

施 設 数 114カ所 54カ所 7カ所 12カ所 6カ所 34カ所 134カ所 2カ所 363カ所

定 員 7,703名 5,062名 597名 795名 320名 1,166名 6,165名 30名 21,838名

「介護保険課調べ」

指定介護サービス事業所の現況 (令和５年３月31日現在)

居 宅 サ ー ビ ス

福祉 福祉 居宅介護
区 分 訪問 訪問 訪問 通所 通所 短期 短期 特定 計

用具 用具 小計 支 援
介護 入浴 看護 介護 リハ 生活 療養 施設

貸与 販売
カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所

事 業 所 数 582 19 195 325 97 136 63 65 154 162 1,798 557 2,355

地域密着型サービス（市町村指定）

定 期 巡 回 認 知 症
区 分 地域密着型 小 規 模 グループ 小 規 模 複 合 型 地 域 密 着

随 時 対 応 対 応 計
通 所 介 護 多 機 能 ホ ー ム 特 養 サービス 特 定 施 設

訪問介護看護 通所介護
カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所

事 業 所 数 25 192 33 52 145 9 9 1 466

「介護保険課調べ」

５ 介護人材の確保及び介護保険制度の着実な運営 20,323,370千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 介護保険制度の保険者である市町村の介護給付及び予防給付に対する負
介 護 給 付 費 負 担 金 17,314,138

担金
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

低所得者介護保険料 千円 低所得者の介護保険料の負担軽減に対する負担金
442,728

軽 減 負 担 金 軽減対象者数 141,285名

福 祉 ・ 介 護 職 員
864,231 介護サービス事業所・施設職員の処遇改善に対し補助

処 遇 改 善 事 業

高齢者の生活・介護等に 「奈良県高齢者福祉計画及び第９期奈良県介護保険事業支援計画（⑥～

関する県民調査事業 9,193 ⑧）」の策定及び地域包括ケアシステムの構築・深化に向け、高齢者の

[ 地 域 包 括 ケ ア ] 生活介護等に関する県民調査を実施

介 護 保 険 事 業 支 援 「奈良県高齢者福祉計画及び第８期奈良県介護保険事業支援計画（③～

計 画 推 進 事 業 4,176 ⑤）」を推進するため、介護認定調査を行う認定調査員の資質向上を目的

[一部地域包括ケア] とした研修等を実施

４施設 大和高田市 14名 平沼寮 （②～④）

橿原市 40名 バンデ（絆） （④～⑤）

特 別 養 護 老 人 桜井市 20名 大和桜井園 （③～⑤）
165,100

ホ ー ム 等 の 整 備 山添村 50名 つつじの丘 （②～④）

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

特養入所定員（名） 7,627 7,701 7,713

小規模多機能型居宅介護事業所をはじめとした地域密着型サービス施設

等の整備に要する経費に対し補助

補助事業所数 10事業所

特別養護老人ホ－ムや地域密着型サービス施設等の円滑な開設のため、

地域密着型サービス 施設等の開設準備に要する経費に対し補助

施設等整備促進事業 984,751 補助事業所数 15事業所

[ 地 域 医 療 介 護 ] 既存の特別養護老人ホームの多床室のプライバシ－保護のための改修に

要する経費に対し補助

改修床数 32床

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

地域密着型施設等整備数（事業所） 6 1 15

軽 費 老 人 ホ ー ム 軽費老人ホームの利用者から徴収すべき利用料のうち減免した額を助成
539,053

運 営 費 助 成 事 業 対象施設 23施設
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６ 地域包括ケアシステムの構築 1,014,534千円

事 業 名 金 額 内 容

地域包括ケアモデル 千円

地域包括ケアシステム構築を促進するため、モデルプロジェクトを推進
プロジェクト推進事業 12,829

ＡＩを活用した高齢者支援システム構築に向けて実証実験を実施
[ 地 域 包 括 ケ ア ]

ＩＣＴを活用した地域
自立支援・重度化防止を地域に普及させるため、リハビリ等の専門職等

リハビリテーション
995 から助言等を受けることができるＩＣＴを活用した体制づくりを支援

推 進 事 業
実施地域 吉野町、大淀町、黒滝村、東吉野村

[一部地域包括ケア]

地域ケア会議の機能充実に向けた取組を支援

リハビリ等専門職が参画する地域ケア会議を普及・展開するため、市
地 域 ケ ア 会 議

町村等を対象にした研修会を実施
充 実 支 援 事 業 1,028

開催日 令和４年12月21日
[一部地域医療介護]

地域包括支援センター職員を対象にした研修会を実施

開催日 令和５年１月24日・25日

市町村の地域マネジメント力向上を図るため、総合事業充実のノウハウ

を有するアドバイザーを活用し、少人数のワークショップや現地支援等

による伴走型支援及び全市町村向け研修会を実施
介護予防・日常生活

1,198 伴走支援対象 五條市、御所市、川上村
支援総合事業充実事業

住民運営の通いの場の設置など、地域づくりによる介護予防の継続・拡

大に取り組む市町村に対し、研修会・意見交換を実施

開催日 令和４年11月30日、12月２日・21日

生活支援・介護予防サービスの充実・強化及び地域の日常的な支え合い

生活支援コーディネー 活動の体制づくりの推進により、高齢者の社会参加を促進
872

タ ー 活 動 充 実 事 業 生活支援コーディネーターフォローアップ研修の実施

開催日 令和５年２月３日、３月３日
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 市町村の地域支援事業に要する経費に対し、国の制度と連動し、交付金
地域支援事業交付金 987,250

を交付

認知症の人と家族を支える地域づくりを推進

電話相談窓口の設置、介護者の交流会開催等

委託先 （公社）認知症の人と家族の会奈良県支部

認知症介護人材養成 認知症サポーター養成 142名

・支援体制強化事業 1,008 家族のための奈良認知症介護教室の開催 全６回

[一部地域包括ケア] 認知症対応ネットワーク会議の開催 １回

成 果 指 標 ２年度 ３年度 ４年度

県が行った認知症サポーター及びキャラバ

ンメイトの養成数（名） 114 222 206

若年性認知症支援コーディネーターの配置により、若年性認知症の人と

若年性認知症サポート 家族への支援を推進

セ ン タ ー 運 営 事 業 6,064 若年性認知症サポートセンターの運営による相談支援等

[一部地域包括ケア] 委託先 （一社）ＳＰＳラボ若年認知症サポートセンターきずなや

若年性認知症自立支援ネットワーク会議の開催 １回

高齢者の権利擁護を推進するため、成年後見制度の利用を促進

高 齢 者 権 利 擁 護 専門員による相談支援や基盤整備等の取組を実施するとともに、市町
3,290

推 進 事 業 村における中核機関の整備を支援

委託先 （福）奈良県社会福祉協議会

７ 原油価格・物価高騰等への対応

事 業 名 金 額 内 容

光熱費等高騰対策事業 千円

エネルギー価格・物価高騰による負担軽減を図るため、介護サービス事
（ 介 護 サ ー ビ ス 485,822

業所・施設に対し補助
事 業 所 ・ 施 設 ）
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新型コロナウイルス感染症への対応 878,408千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 高齢者福祉施設等による、新型コロナウイルス感染症の感染疑いのある

施設利用者の一時的な隔離等のための簡易陰圧装置や二方向から出入り
高 齢 者 福 祉 施 設 等

55,357 できる家族面会室の整備等に対し補助
感染拡大防止補助事業

補助先 特別養護老人ホームリノ、特別養護老人ホーム大和園白鳳、

介護老人保健施設光陽外17施設

福 祉 施 設 に 対 す る 介護サービス事業所・施設で新型コロナウイルス感染症の感染者が発生

サービス継続支援事業 819,901 した場合にサービスが継続的に提供されるよう、応援職員の派遣や必要

[ 地 域 医 療 介 護 ] な衛生用品の購入等を支援

感染症専門医、感染管理認定看護師、県職員等で構成するチームが感染

対策の現地指導を実施
社 会 福 祉 施 設 等

指導先 養護老人ホーム聖ヨゼフホーム、
ク ラ ス タ ー 発 生 3,150

特別養護老人ホーム都祁すずらん苑、
防 止 事 業

特別養護老人ホーム高山ちどり外12施設

社会福祉施設等向けの感染対策研修として動画教材を作成
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